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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 
  

  

(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 
  

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

完成工事高 (百万円) 36,645 41,923 47,198 91,228 101,110

経常利益 (百万円) 1,295 2,246 2,759 4,758 6,164

中間(当期)純利益 (百万円) 329 994 1,269 1,852 2,978

純資産額 (百万円) 27,964 30,081 33,442 29,792 32,460

総資産額 (百万円) 64,288 63,932 68,164 69,483 69,911

１株当たり純資産額 (円) 696.05 745.96 820.99 739.97 802.86

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 8.21 24.70 31.34 45.17 72.66

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 8.19 22.46 28.33 41.30 65.28

自己資本比率 (％) 43.5 47.1 49.1 42.9 46.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) 1,799 2,236 5,590 4,525 3,156

投資活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) 326 △460 △397 △2,284 △300

財務活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △654 △2,644 △774 △2,299 △2,895

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 (百万円) 19,995 17,615 22,864 18,463 18,445

従業員数 (名) 2,398 
(211)

2,437
(216)

2,471
(233)

2,351 
(224)

2,390
(240)

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

完成工事高 (百万円) 32,933 37,661 42,501 81,168 91,176

経常利益 (百万円) 1,610 1,919 2,405 4,117 4,819

中間(当期)純利益 (百万円) 825 873 1,307 1,906 2,276

資本金 (百万円) 5,576 5,576 5,577 5,576 5,577

発行済株式総数 (株) 41,058,580 41,058,580 41,059,370 41,058,580 41,059,370

純資産額 (百万円) 27,611 29,170 31,957 29,003 30,955

総資産額 (百万円) 52,453 55,655 59,812 59,096 61,513

１株当たり純資産額 (円) 686.96 723.22 784.53 720.03 765.57

１株当たり中間 
(当期)純利益 (円) 20.57 21.69 32.27 46.49 55.23

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 20.07 19.82 29.15 42.46 50.02

１株当たり中間 
(年間)配当額 (円) ― ― ― 12.00 15.00

自己資本比率 (％) 52.6 52.4 53.4 49.1 50.3

従業員数 (名) 1,603 
(110)

1,631
(107)

1,640
(102)

1,573 
(123)

1,588
(117)



(注) １ 完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第60期の１株当たり配当額12円00銭は、特別配当６円00銭を含んでおります。 

３ 第61期の１株当たり配当額15円00銭は、特別配当９円00銭を含んでおります。 

４ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 

  

  



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 全社(共通)に含まれる従業員数には、営業従事者173名を含んでおります。 

３ 臨時従業員は、パートタイマー及び期間契約の従業員等を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社である大明㈱並びに連結子会社である大明通産㈱及び東邦建㈱は、大明労働組合として同一団体に組織

され、全国情報・通信・設備建設労働組合連合会に所属しており、その上部組織は情報産業労働組合連合会であり

ます。 

なお、労使関係は安定しており、平成17年９月30日現在の労働組合員数は1,174名であります。 

その他の連結子会社及び持分法適用関連会社については、労働組合を結成しておりません。 

  

  

工事種別 従業員数(名)

NTTネットワークエンジニアリング
763 
(98) 

モバイルネットワークソリューション 
675 
(76) 

ITソリューション 
295 
(3) 

総合設備エンジニアリング 
313 
(45) 

全社(共通) 
425 
(11) 

合計 
2,471 
(233) 

従業員数(名) 1,640(102) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期における日本の経済は、緩やかで持続的な回復基調にあり、公共投資に厳しさがあるものの民間の設備

投資、個人消費が引き続き増加するほか、輸出が持ち直すなど、景気回復の期待のなかで推移しています。 

情報通信関連分野においては、市場環境の大きな変化のなか、光アクセスサービスをベースとした本格的なブロ

ードバンド時代が到来しつつあり、モバイルネットワークと併せてブロードバンド・ユビキタス社会の進展に大き

な期待が寄せられています。 

当社グループの事業に関わりの深い東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社においては、光ＩＰサ

ービスの本格的な展開など、ブロードバンド市場に対して光アクセス網の構築に積極的に取り組まれています。 

また各移動通信キャリアにおいては、第３世代携帯電話のサービスの促進と充実に向け堅調な設備投資が持続し

ています。 

このような事業環境のなか、当社においては営業部門と施工部門を一体とした組織運営により、エンジニアリン

グ事業に対しては安全と品質を基本に施工能力の向上、コスト競争力の強化を進めてまいりました。またソリュー

ション事業に対しては、お客様への提案営業の充実による受注拡大を図るとともに、ＩＰ技術力の強化などに積極

的に取り組み、業績の向上に努めてまいりました。 

その結果、当中間期の連結の経営成績としては、受注高は５２１億５百万円（前年同期比   ６．９％増）、

売上高は４７１億９千８百万円（前年同期比１２．６％増）となりました。 

また、業務効率及び採算性の向上に注力した結果、経常利益は２７億５千９百万円（前年同期比２２．８％

増）、中間純利益は１２億６千９百万円（前年同期比２７．６％増）となりました。 

  

工事の区分別業績は次のとおりです。なお、当社グループの売上高は通常の形態として、上半期に比べ下半期に

完成する工事の割合が大きいため、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、

上半期と下半期の業績に季節的変動があります。 

  

①ＮＴＴネットワークエンジニアリング 

ＮＴＴネットワークエンジニアリングにおいては、本格的なブロードバンド時代に備えたアクセス系光工事が継

続しており、受注拡大に努めた結果、受注高は１７９億２千４百万円（前年同期比６．２％増）、売上高は１５６

億９千３百万円（前年同期比１．３％増）となりました。 

  

②モバイルネットワークソリューション 

第３世代サービスなど新サービスの促進に向けた積極的な設備投資を受け、受注拡大に努めた結果、受注高は２

１３億２千６百万円（前年同期比１３．６％増）、売上高は１９５億６千６百万円（前年同期比２７．６％増）と

なりました。 

  

③ITソリューション 

技術革新と厳しい受注競争が展開されているなか、新たな事業及び新規顧客への取り組みなど受注拡大に努め、

受注高は４５億５千４百万円（前年同期比８．４％増）、売上高は３７億２千万円（前年同期比１５．４％増）と

なりました。 

  

④総合設備エンジニアリング 

一般キャリア関係などを中心に受注拡大に努めた結果、受注高は８２億９千９百万円（前年同期比６．４％

減）、売上高は８２億１千８百万円（前年同期比４．５％増）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローは、売上債権の減少による資金増加及び税金等調整前中間純利

益による資金増加があり、これに対して未成工事支出金の増加による資金減少及び仕入債務の減少による資金減少

の結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は２２８億６千４百万円となり、前中間連結会計期間末に比

し５２億４千９百万円の増加となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りです。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

未成工事支出金の増加による資金減少２８億４千１百万円及び仕入債務の減少による資金減少２３億９千４百万

円があったものの、売上債権の減少による資金増加９０億７千８百万円及び税金等調整前中間純利益による資金増

加２３億９千４百万円となった結果、営業活動による資金は５５億９千万円の増加となり、前中間連結会計期間に

比し３３億５千４百万円の増加となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形固定資産の取得による資金減少４億１千３百万円の結果、投資活動による資金は３億９千７百万円の減少と

なり、前中間連結会計期間に比し６千３百万円の増加となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

主に配当金の支払額６億４百万円があった結果、財務活動による資金は７億７千４百万円の減少となりました

が、前期にＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を導入し子会社の外部からの借入金返済を実行したこ

とから、前中間連結会計期間に比し１８億６千９百万円の増加となりました。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

  

  

(2) 売上実績 

  

(注) １ 当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりません。 

２ 当連結企業集団は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、それに代えて工事種別に記載しております。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高(消費税等を含まない)及びその割合は、次のとおりです。 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  

  

工事種別 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

(百万円) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

(百万円) 

前年同期比 
(％) 

NTTネットワークエンジニアリング 16,879 17,924 6.2 

モバイルネットワークソリューション 18,771 21,326 13.6 

ITソリューション 4,202 4,554 8.4 

総合設備エンジニアリング 8,868 8,299 △6.4 

合計 48,722 52,105 6.9 

工事種別 

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

(百万円) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

(百万円) 

前年同期比 
(％) 

NTTネットワークエンジニアリング 15,497 15,693 1.3 

モバイルネットワークソリューション 15,338 19,566 27.6 

ITソリューション 3,223 3,720 15.4 

総合設備エンジニアリング 7,864 8,218 4.5 

合計 41,923 47,198 12.6 

東日本電信電話株式会社 11,776百万円 28.1％

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 5,030百万円 12.0％

東日本電信電話株式会社 12,220百万円 25.9%

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 6,128百万円 13.0%



なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりです。 

  

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

(注) １ 前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更があるものについては、期中受注工事高にその増減額を含め

ております。したがって期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。 

２ 期末繰越工事高の施工高は工事進捗部分に対応する受注工事高であります。 

３ 期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致しております。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

５ ITソリューションには、工事請負契約以外の売上高として第61期上半期748百万円 第62期上半期704百万円が含まれてお

ります。 

工事種別 
期首繰越 
工事高 
(百万円) 

期中受注 
工事高 
(百万円) 

計 

(百万円) 

期中完成
工事高 
(百万円) 

期末繰越工事高 
期中 
施工高 
(百万円) 手持工事高

(百万円) 

うち施工高 
比率
（％） 

金額 
(百万円) 

第61期上半期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

      

NTTネットワークエンジニアリング 4,622 16,879 21,501 15,497 6,004 33.0 1,981 15,938

モバイルネットワーク 
ソリューション 

4,575 18,439 23,015 15,041 7,973 43.5 3,465 16,740

ITソリューション 548 2,795 3,344 2,169 1,174 43.9 516 2,394

総合設備エンジニアリング 4,679 5,849 10,528 4,952 5,575 41.8 2,331 5,168

合計 14,425 43,963 58,389 37,661 20,728 40.0 8,294 40,242

第62期上半期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

      

NTTネットワークエンジニアリング 3,754 17,924 21,678 15,693 5,985 31.3 1,870 16,756

モバイルネットワーク 
ソリューション 

8,452 20,995 29,448 19,321 10,127 42.2 4,272 20,428

ITソリューション 636 3,441 4,078 2,684 1,393 31.4 436 2,927

総合設備エンジニアリング 2,626 4,798 7,425 4,802 2,623 40.2 1,054 4,742

合計 15,470 47,160 62,631 42,501 20,129 37.9 7,635 44,854

第61期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

      

NTTネットワークエンジニアリング 4,622 32,872 37,494 33,740 3,754 21.5 807 33,006

モバイルネットワーク 
ソリューション 

4,575 42,367 46,943 38,490 8,452 37.5 3,166 39,889

ITソリューション 548 5,843 6,391 5,755 636 30.5 194 5,659

総合設備エンジニアリング 4,679 11,137 15,816 13,190 2,626 42.4 1,114 12,189

合計 14,425 92,220 106,646 91,176 15,470 34.1 5,282 90,744



６ 完成工事のうち主なものは、次のとおりです。 

第61期上半期の完成工事のうち請負金額３億円以上の主なもの 

第62期上半期の完成工事のうち請負金額２億円以上の主なもの 

７ 手持工事のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりです。 

  

NTTDoCoMo墨田ビル（仮称)新 

築電気設備工事共同企業体 

NTTDoCoMo墨田ビル（仮称）新築電気設備工事 

  

モトローラ株式会社 KDDI株式会社エーユー北海道支社CDMA／1Xセルラーシステム 

PH17EV―1建設工事他 

KDDI株式会社 auT 建設工事（滝沢鵜飼局）他 

KDDI株式会社 auT 800MHzEVDO基地局付帯工事他 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ 

ドコモ 

無線基地局用建物等確保業務 

株式会社エヌ・ティ・ティ  

エムイー 

デジタル放送アナアナ変換工事（宇都宮） 

KDDI株式会社 東名高速道路沼津～三ヶ日間通信管路工事 

KDDI株式会社 auT 800MHzEVDO100％拡張工事（既設局）他 

株式会社エヌ・ティ・ティ  

エムイー 

デジタル放送アナアナ変換工事（児玉） 

モトローラ株式会社 auK CDMA Expansion Phase 05F他 

東京都江東区 江東区防災センター（仮称）新築電気設備工事 平成17年12月完成予定 

KDDI株式会社 auQ 肥前鹿島無線基地局2GHz1X新設工事他 平成18年３月完成予定 

西日本電信電話株式会社 京都総16-AA0053電気通信設備工事 平成18年１月完成予定 

国土交通省関東地方整備局 

相武国道事務所 

圏央道八王子市下恩方町改良（その２）工事 平成17年12月完成予定 

KDDI株式会社 auT 05年度セク増・無線機変更工事 平成18年２月完成予定 



 (2) 受注工事高の受注方法 

受注は指名競争入札を原則として契約されております。 

  



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  



５ 【研究開発活動】 

当社では研究開発における組織体制を平成16年５月に人材開発部、技術開発部、商品開発部の３部からなる開発本

部へ改編し、これにより今後重要性が高まると考えられる民需系事業をサポートする商品開発・営業プロモート業務

を強化する体制を構築しております。 

研究開発活動については、技術開発部と商品開発部が中核になって進めており、主として工事施工の効率化や安

全・品質の向上に資する開発、また民需系マーケット開拓につながる新商品の開発を進め、さらに成果の普及プロモ

ート活動等に取り組んでおります。また、人材開発部では、日常の人材育成業務のほか事業ニーズに即した人材開発

をより効率的に遂行できる人材開発支援システムの構築に取り組み今期からその具体化に着手しております。 

当中間連結会計期間における研究開発費は１４７百万円であります。 

なお、子会社においては、研究開発活動は特段行われておりません。 

  

(1) 研究開発の目的 

社内提案や現場のニーズ等を分析・検討し、効率化・安全性に資する施工方法や工具等の改善・開発、また民需系

マーケット開拓につながる開発を速やかに実施し、その成果を関係事業部門において活用することにより、工事の生

産性・安全性の向上並びに民需を含めた受注拡大に資する等の側面から、事業貢献することを目的としております。 

  

(2) 主な研究成果 

① NTTネットワークエンジニアリング事業関連 

「PS-SVC機能確認試験器の商品化」「LED発光による同軸ケーブルチェッカー」「万能型ケーブルドラムローラ

ー」等の開発を進めています。 

また、「改良型CRリング撤去機」「VDSL装置 一発！自動設定ソフト」「既設ケーブル区間の新一束化工法」

「大明モバイルマニュアル（DMM）携帯用チェックマニュアル」「歩行者通路（迂回路）のバリアフリースロープ」

「MH/HH排水の携帯型簡易浄水器」等の開発を進めています。 

② モバイルネットワークソリューション事業関連 

「遠隔チルトケーブル用チェッカーの商品化」「光張り出し工事用光複合ケーブル」等の開発を進めています。 

③ ITソリューション事業関連 

「通信環境での暗号システム」「DVR録画監視システム」「楽撮楽整システム」「ナローバンド対応TV会議システ

ム」「施工記録・音声付き写真管理システム」等の開発を進めています。 

④ 総合設備エンジニアリング事業関連 

磁気活水装置による水処理に関し、各種機能・性能の試験実施など、一連の製品検証等を進めています。 

  

(3) 特許・実用新案出願 

これらの活動に伴う国内特許出願数は２件、また 審査請求数は1件となっています。 

  

(4) 研究開発体制 

充実した開発を推進するため、事業部門や施工現場からの提案・要望を随時受け付ける体制を作っており、また定

期的に改善提案強化月間を設定しております。また、提案・要望は連結子会社等からも受付け、グループ一体となっ

た研究開発を推進いたしました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

（１）提出会社 

   当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

（２）国内子会社 

   当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連結会

計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  

会社名 事業所 
(所在地) 工事種別 設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業員数 
(名) 

［外、臨時 
従業員］ 

建物
構築物 

土地
合計 

面積(㎡) 金額

㈱日進通工 本店 
(札幌市東区) 

モバイルネッ
トワークソリ
ューション 

本店事業所 3 495 28 32 39 
［─］



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは次のとおりであります。 

当会社の発行する株式の総数は、１億６千万株とする。 

但し株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日から、この半期報告書提出日までの新株予約権の行使(旧商法に基づき発行され

た転換社債の転換を含む)により発行された株式数は含まれておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

種類 
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成17年12月16日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 41,059,370 41,059,370
東京証券取引所
市場第一部 

― 

計 41,059,370 41,059,370 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 
  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株であります。 

２ 新株予約権発行日後に、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

なお、次の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数を

いうものとし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとしま

す。 

また、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの

場合に準じ、払込金額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、払込金額は適切に調整されるものとしま

す。 

３ 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

① 新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)は、権利行使時においても当社取締役または使用人

の地位にあることを要します。 

② 新株予約権者が死亡した場合には、その相続人による新株予約権の行使は認めません。 

③ その他権利行使の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによっ

ております。 

  

株主総会の特別決議日(平成14年６月26日)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 34 (注)１ 32 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 34,000 32,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり300(注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成14年12月16日から
平成18年３月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

１株当たり発行価格  300
１株当たり資本組入額 150 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには、取
締役会の承認を要する。 

同左 

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 

払込金額 
＝
調整前 

払込金額 
×

新規発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株であります。 

２ 新株予約権発行日後に、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

なお、次の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数を

いうものとし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとしま

す。 

また、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの

場合に準じ、払込金額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、払込金額は適切に調整されるものとしま

す。 

３ 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。 

① 新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)は、権利行使時においても、当社取締役または使用

人の地位にあることを要します。 

  ただし、新株予約権者が、任期満了等の正当な理由により退任または正当な理由により退職する等当社が認めた場合

に限り、その地位を離れた後２年間については、なお行使できるものとします。 

② 新株予約権者が死亡した場合には、その相続人による新株予約権の行使は、相続から半年以内に限り認めます。 

③ その他権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び使用人との間で

締結する新株予約権割当契約に定めるものとします。 

  

株主総会の特別決議日(平成15年６月27日)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 154 (注)１ 124 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 154,000 124,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり424（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日から
平成21年６月30日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

１株当たり発行価格  424
１株当たり資本組入額 212 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
 新株予約権を譲渡するには、取
締役会の承認を要する。 

同左 

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後 

払込金額 
＝
調整前 

払込金額 
×

新規発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる転換社債の残高等は次のとおりで

あります。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

(平成17年９月30日現在) 

(注) １ 上記のうち、信託業務にかかわるものは次のとおりであります。 

２ 上記表の「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は自己名義株式324,343株を発行済株式から除いて算出しており

ます。 

  

３ 大株主は平成17年９月30日現在の株主名簿に基づくものであります。なお、明治安田生命保険相互会社から平成17年５月

13日付けで関東財務局長に提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成17年４月30日現在で以下の株式を所有

している旨の報告を受けておりますが、当中間会計期間末の実質所有株式数での確認ができませんので、上記表では考慮

しておりません。 

   なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。 

第３回無担保転換社債(平成６年９月30日発行)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

転換社債の残高(百万円) 6,819 6,819

転換価格(円) 1,265.20 1,265.20

資本組入額(円) 633 633

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 41,059 ― 5,577 ― 4,071

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,918 9.62

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,200 7.86

株式会社みずほコーポレート銀行 
(常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社) 

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 1,647 4.04

古河電気工業株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 1,284 3.15

バンク オブ ニューヨーク ジ
ーシーエム クライアント アカ
ウンツ イー アイエスジー 
(常任代理人 株式会社東京三菱銀
行カストデイ業務部) 

東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,079 2.65

メロン バンク エヌエー アズ 
エージェント フォー イッツ 
クライアント メロン オムニバ
ス ユーエス ペンション 
(常任代理人 香港上海銀行東京支
店) 

東京都中央区日本橋三丁目11番１号 901 2.21

みずほ信託銀行株式会社 
(常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社) 

東京都中央区八重洲一丁目２番１号 802 1.97

明治安田生命保険相互会社第５１
口 

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 780 1.91

大明従業員持株会 東京都品川区西五反田二丁目11番20号 699 1.72

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口４） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 658 1.62

計 ― 14,970 36.75

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,918 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,200 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 658 



  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
(平成17年９月30日現在) 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、3,000株(議決権３個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

(平成17年９月30日現在) 

氏名 住所 
所有株式数

（千株） 

発行済株式数に対する

所有株式数の割合

（％） 

明治安田生命保険相互会社 千代田区丸の内二丁目１番１号 1,066 2.60 

明治ドレスナー・アセットマ
ネジメント株式会社 

港区北青山三丁目６番７号 673 1.64 

安田投信投資顧問株式会社 千代田区丸の内一丁目１番２号 308 0.75 

明治安田アジア株式会社 

Unit  Nos.2810-2812  on  the  28th 
Floor  of  The  Center,99queen's 
Road  Central,  Hong  Kong, 
People Republic of China 

58 0.14 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式）
普通株式   324,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  40,539,000 40,539 ― 

単元未満株式 普通株式   196,370 ― ― 

発行済株式総数 41,059,370 ― ― 

総株主の議決権 ― 40,539 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)   

大明株式会社 
東京都品川区西五反田二丁
目11番20号 

324,000 ― 324,000 0.8

計 ― 324,000 ― 324,000 0.8



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 874 935 1,045 1,209 1,232 1,220

最低(円) 805 854 935 1,015 1,046 1,120



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14

号)に準じて記載しております。 

  ただし、前中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じ

て記載しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表並びに当

中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

  
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金預金 13,652 18,864 14,500 

２ 受取手形・完成工事 
  未収入金等 

※４ 16,479 16,325 25,403 

３ 有価証券 4,250 4,250 4,250 

４ 未成工事支出金 7,997 7,354 4,507 

５ その他のたな卸資産 452 431 435 

６ 繰延税金資産 694 620 626 

７ その他 856 700 918 

貸倒引当金 △62 △71 △120 

流動資産合計 44,320 69.3 48,474 71.1 50,522 72.3

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※１   

 建物 ※２ 2,862 2,753 2,794 

 土地 ※２ 6,906 6,697 6,831 

 その他 1,190 969 865 

 有形固定資産合計 10,959 17.2 10,421 15.3 10,491 15.0

２ 無形固定資産 200 0.3 103 0.2 104 0.1

３ 投資その他の資産   

 投資有価証券 3,684 4,845 4,391 

 長期貸付金 148 156 123 

 繰延税金資産 853 535 611 

 その他 5,008 5,000 4,885 

 貸倒引当金 △1,243 △1,373 △1,218 

 投資その他の資産合計 8,452 13.2 9,164 13.4 8,793 12.6

固定資産合計 19,612 30.7 19,689 28.9 19,389 27.7

資産合計 63,932 100.0 68,164 100.0 69,911 100.0

      



  

  

  
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形・工事未払金等 8,817 9,985 12,380 

２ 短期借入金 ※２ 1,962 8,668 1,843 

３ 未払法人税等 838 1,278 1,263 

４ 未成工事受入金 1,898 1,189 735 

５ 完成工事補償引当金 13 10 13 

６ その他 ※５ 1,148 1,666 2,077 

流動負債合計 14,678 23.0 22,800 33.5 18,313 26.2

Ⅱ 固定負債   

１ 社債 ― 100 100 

２ 転換社債 6,876 6,819 6,875 

３ 長期借入金 ※２ 7,487 176 7,234 

４ 繰延税金負債 20 43 28 

５ 退職給付引当金 1,481 1,566 1,503 

６ 役員退職慰労引当金 283 242 314 

７ 連結調整勘定 132 49 69 

８ 再評価に係る 
  繰延税金負債 

145 145 145 

９ その他 20 16 17 

固定負債合計 16,445 25.7 9,159 13.4 16,288 23.3

負債合計 31,124 48.7 31,959 46.9 34,602 49.5

(少数株主持分)   

少数株主持分 2,726 4.2 2,762 4.0 2,848 4.1

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 5,576 8.7 5,577 8.2 5,577 8.0

Ⅱ 資本剰余金 3,991 6.3 4,024 5.9 3,992 5.7

Ⅲ 利益剰余金 20,637 32.3 23,222 34.1 22,614 32.3

Ⅳ 土地再評価差額金 △137 △0.2 △130 △0.2 △130 △0.2

Ⅴ その他有価証券評価差額金 258 0.4 866 1.3 640 0.9

Ⅵ 自己株式 △245 △0.4 △117 △0.2 △233 △0.3

資本合計 30,081 47.1 33,442 49.1 32,460 46.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

63,932 100.0 68,164 100.0 69,911 100.0

      



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 完成工事高     41,923 100.0  47,198 100.0   101,110 100.0

Ⅱ 完成工事原価     36,081 86.1  40,784 86.4   87,202 86.3

  完成工事総利益     5,842 13.9  6,414 13.6   13,907 13.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   3,571 8.5  3,663 7.8   7,707 7.6

  営業利益     2,270 5.4  2,751 5.8   6,199 6.1

Ⅳ 営業外収益                

１ 受取利息   7    6   13    

２ 受取配当金   53    38   67    

３ 連結調整勘定償却額   28    26   56    

４ 持分法による投資利益   5    ―   10    

５ 不動産賃貸料   29    27   86    

６ その他   33 158 0.4 41 141 0.3 100 335 0.3

Ⅴ 営業外費用                

１ 支払利息   129    109   245    

２ 為替差損   1    ―   ―    

３ 貸倒引当金繰入額   31    ―   75    

４ その他   21 183 0.4 23 133 0.3 51 371 0.3

経常利益     2,246 5.4  2,759 5.8   6,164 6.1

Ⅵ 特別利益                

１ 投資有価証券売却益   11    6   75    

２ 保険解約返戻金 ※２ 9 21 0.0 ― 6 0.0 52 128 0.1

Ⅶ 特別損失                

１ 役員退職慰労金   39    9   39    

２ 過年度役員退職慰労 
  引当金繰入額 

  356    ―   356    

３ 固定資産除却損 ※３ 23    12   37    

４ 減損損失 ※４ ―    214   ―    

５ 関連会社株式売却損   ―    ―   46    

６ 無形固定資産評価損 ※５ ―    ―   93    

７ 貸倒引当金繰入額   ―    135   ―    

８ 訴訟和解金   33    ―   39    

９ 退職給付会計基準変更 
  時差異償却 

  28 480 1.1 ― 371 0.7 56 669 0.6

  税金等調整前中間(当期) 
  純利益 

    1,786 4.3  2,394 5.1   5,622 5.6

  法人税、住民税及び事業税 ※６ 781    1,180   2,507    

  法人税等調整額   ─ 781 1.9 ― 1,180 2.5 51 2,559 2.6

  少数株主利益 
又は少数株主損失（△） 

    9 0.0  △56 △0.1   84 0.1

中間(当期)純利益     994 2.4  1,269 2.7   2,978 2.9

                 



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,991 3,992   3,991

Ⅱ 資本剰余金増加高     

   転換社債の転換による 
   資本準備金増加高 

― ― 0 

   自己株式処分差益 ― ― 32 32 ― 0

Ⅲ 資本剰余金 
中間期末(期末)残高 

  3,991 4,024   3,992

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   20,157 22,614   20,157

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 中間(当期)純利益 994 1,269 2,978 

 新規連結による 
 利益剰余金増加高 

16 1,011 ― 1,269 16 2,995

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 株主配当金 482 605 482 

 取締役賞与金 44 55 44 

土地再評価差額取崩高 ― ― 7 

 自己株式処分差損 3 530 ― 661 3 538

Ⅳ 利益剰余金 
中間期末(期末)残高 

  20,637 23,222   22,614

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 1,786 2,394 5,622

  減価償却費  299 243 644
    減損損失  ― 214 ―
  各種引当金の増加額  79 143 201
  役員退職慰労引当金の 
  増減額(減少：△) 

 283 △72 314

  受取利息及び受取配当金  △61 △45 △81
  支払利息  130 109 245
  為替差損益  1 △3 △0
  投資有価証券評価損  3 7 5
  有価証券・投資有価証券 
  売却損益 

 △10 △6 △29

  その他の収益・費用の 
  非資金分 

 △25 △26 △54

  売上債権の増減額 
（増加：△） 

 7,480 9,078 △1,442

  未成工事支出金の増減額 
  (増加：△) 

 △2,932 △2,841 514

  仕入債務の増減額 
  (減少：△) 

 △2,298 △2,394 1,264

  未成工事受入金の増減額 
  (減少：△) 

 326 454 △836

  その他資産・負債の増減額  △863 △317 △40
  固定資産売却・除却損益  22 10 53
  無形固定資産評価損  ― ― 93

小計  4,222 6,949 6,473
  利息及び配当金の受取額  59 45 81
  利息の支払額  △188 △171 △238
  法人税等の支払額  △1,856 △1,232 △3,160

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,236 5,590 3,156

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  定期預金の預入による支出  △134 △157 △349
  定期預金の払戻による収入  184 212 381
  有形固定資産 
の取得による支出 

 △157 △413 △239

  有形固定資産 
の売却による収入 

 27 24 229

  投資有価証券 
の取得による支出 

 △400 △107 △551

  投資有価証券 
の売却による収入 

 39 52 141

関連会社株式 
の売却による収入 

 ─ ― 16

  貸付けによる支出  △9 △51 △27
  貸付金の回収による収入  39 85 77

その他資産の増減額 
(増加：△) 

 △50 △42 20

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △460 △397 △300



  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  短期借入金の純増減額 
  （減少：△） 

 △1,726 △93 △1,892

  長期借入れによる収入  152 ― 182

  長期借入金の 
返済による支出 

 △588 △139 △823

  社債の発行による収入  ― ― 100

  社債の償還による支出  ― △56 ―

  自己株式の取得による支出  △3 △8 △10

  自己株式の売却による収入  31 154 61

  少数株主への 
配当金の支払額 

 △28 △28 △29

  配当金の支払額  △482 △604 △483

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,644 △774 △2,895

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 △0 0 0

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額（減少：△） 

 △869 4,419 △39

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び 
現金同等物の増加額 

※２ 21 ― 21

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 18,463 18,445 18,463

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 17,615 22,864 18,445

    



(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1)連結子会社数 13社 

   主要な連結子会社の名称 

    東邦建㈱ 

    大明通産㈱ 

    大明テレコム㈱ 

 前連結会計年度において非

連結子会社であった㈱IPテク

ノサービスは、重要性が増し

たことにより、当中間連結会

計期間より連結の範囲に含め

ております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1)連結子会社数 13社 

   主要な連結子会社の名称 

    東邦建㈱ 

    大明通産㈱ 

    大明テレコム㈱ 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1)連結子会社数 13社 

   主要な連結子会社の名称 

    東邦建㈱ 

    大明通産㈱ 

    大明テレコム㈱ 

 前連結会計年度において非

連結子会社であった㈱IPテク

ノサービスは、重要性が増し

たことにより、当連結会計期

間より連結の範囲に含めてお

ります。 

 (2)非連結子会社数 １社 

    TELECOM ENGINEERING 

    LANKA PRIVATE LIMITED 

    上記の非連結子会社は、小

規模であり、総資産、売上

高、中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結

の範囲から除外しておりま

す。 

 (2)非連結子会社数  １社 

同左 

 (2)非連結子会社数  １社 

    TELECOM ENGINEERING 

    LANKA PRIVATE LIMITED 

    上記の非連結子会社は、小

規模であり、総資産、売上

高、連結純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため、連結の

範囲から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1)持分法適用の関連会社数 

１社 

    ㈱マルチメディア・ 

    テクノス 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1)持分法適用の関連会社数 

―社 

    

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1)持分法適用の関連会社数 

―社 

    前連結会計年度において持

分法適用会社であった㈱マル

チメディア・テクノスについ

ては、株式売却に伴う持分の

減少により、持分法適用会社

から除外しております。 

(2)持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社 

    TELECOM ENGINEERING 

    LANKA PRIVATE LIMITED 

    ENKAY ENTERPRISES 

 (PRIVATE) LIMITED 

    上記の持分法非適用会社

は、それぞれ中間純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が

僅少であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しており

ます。 

(2)持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社 

同左 

(2)持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社 

    TELECOM ENGINEERING 

    LANKA PRIVATE LIMITED 

        ENKAY ENTERPRISES 

 (PRIVATE) LIMITED 

   上記の持分法非適用会社

は、それぞれ連結純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が

僅少であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しており

ます。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 連結子会社のうち明成通信㈱

の中間決算日は７月31日であ

り、中間連結決算日との差は３

ヶ月以内であるため、当該連結

子会社の中間決算日現在の中間

財務諸表を基礎として連結を行

っております。ただし、中間連

結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

 なお、その他の連結子会社の

中間決算日と中間連結決算日は

一致しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 連結子会社のうち明成通信㈱

の決算日は１月31日であり、連

結決算日との差は３ヶ月以内で

あるため、当該連結子会社の事

業年度に係る財務諸表を基礎と

して連結を行っております。た

だし、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結

上必要な調整を行っておりま

す。 

 なお、その他の連結子会社の

事業年度末日と連結決算日は一

致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  イ 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  イ 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  イ 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

    時価のないもの 

移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

  ロ たな卸資産 

    未成工事支出金 

     個別法による原価法 

    材料貯蔵品 

     先入先出法による原価法 

  ロ たな卸資産 

    未成工事支出金 

同左 

    材料貯蔵品 

同左 

  ロ たな卸資産 

    未成工事支出金 

同左 

    材料貯蔵品 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

  イ 有形固定資産 
 定率法を採用しておりま
す。ただし、平成10年４月
１日以降取得した建物(建
物附属設備を除く)につい
ては、定額法を採用してお
ります。また、取得価額10
万円以上20万円未満の少額
減価償却資産については、
３年間で均等償却する方法
を採用しております。 
 なお、耐用年数及び残存
価額については、法人税法
に規定する方法と同一の基
準によっております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

  イ 有形固定資産 
同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

  イ 有形固定資産 
同左 

  ロ 無形固定資産 
 定額法を採用しておりま
す。ただし、自社利用のソ
フトウェアについては、社
内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法を採
用しております。 

  ロ 無形固定資産
同左 

 ロ 無形固定資産 
同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に
備えるため、回収不能見込
額を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準
  イ 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 
  イ 貸倒引当金 

同左 

   ａ一般債権 
 貸倒実績率によっており
ます。 

   ａ一般債権
同左 

  ａ一般債権
同左 

   ｂ貸倒懸念債権等 
 個別に債権の回収可能性
を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。 

   ｂ貸倒懸念債権等
同左 

  ｂ貸倒懸念債権等 
同左 

  ロ 完成工事補償引当金 
 当社及び主要な連結子会
社は完成工事に係るかし担
保の費用に備えるため、過
去一定期間の補償実績率に
よる算定額を計上しており
ます。 

  ロ 完成工事補償引当金
同左 

 ロ 完成工事補償引当金 
同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

 なお、会計基準変更時差

異(4,481百万円)について

は、提出会社においては一

時に費用処理し、東邦建㈱

を除く連結子会社において

は３年による按分額を、東

邦建㈱においては５年によ

る按分額を費用処理してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務年数以内の一定の年

数(15年)による定額法によ

り翌連結会計年度から費用

処理しております。 

  ハ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により

費用処理しております。 

     数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務年数以内の一定の年

数(15年)による定額法によ

り翌連結会計年度から費用

処理しております。 

  ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差

異(4,481百万円)について

は、提出会社においては一

時に費用処理し、東邦建㈱

を除く連結子会社において

は３年による按分額を、東

邦建㈱においては５年によ

る按分額を費用処理してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務年数以内の一定の年

数(15年)による定額法によ

り翌連結会計年度から費用

処理しております。 

  ニ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間連結会計期間末要支

給額を計上しております。 

  ニ 役員退職慰労引当金 

同左 

ニ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく連結会計年度末要

支給額を計上しておりま

す。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

  イ 完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上基準は

工事完成基準によるほか、

長期大型請負工事(工期が

３事業年度に亘り、請負金

額17億円以上のもの)につ

いては、工事進行基準を採

用しております。 

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

  イ 完成工事高の計上基準 

同左 

 (5) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  イ 完成工事高の計上基準 

同左 

  ロ 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。 

  ロ 消費税等の会計処理 

同左 

  

  ロ 消費税等の会計処理 

同左 

  

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手元資金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資としてお

ります。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

  

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

  



(会計処理の変更) 

  

  

  

  

  

  

  

  

(表示方法の変更) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（役員退職慰労引当金） 

 従来、役員退職慰労金について

は、支出時の費用として処理してお

りましたが、当中間連結会計期間か

ら内規に基づく中間連結会計期間末

要支給額を役員退職慰労引当金とし

て計上する方法に変更いたしまし

た。この変更は、役員退職慰労引当

金の計上が会計慣行として定着しつ

つあることを踏まえ、役員在任期間

にわたって合理的に費用配分するこ

とにより、期間損益の適正化及び財

務内容の健全化を図るために行った

ものであります。 

 この変更に伴い、当中間連結会計

期間の発生額35百万円は販売費及び

一般管理費に、また、過年度相当額

356百万円は特別損失に計上してお

ります。この結果、従来の方法と比

べ、営業利益及び経常利益は35百万

円、税金等調整前中間純利益は283

百万円それぞれ減少しております。 

――――― 

  

 ――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。 

これにより税金等調整前中間純利益

が214百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基

づき当該資産の金額から直接控除し

ております。 

（役員退職慰労引当金） 

従来、役員退職慰労金について

は、支出時の費用として処理してお

りましたが、当連結会計期間から内

規に基づく連結会計期間末要支給額

を役員退職慰労引当金として計上す

る方法に変更いたしました。この変

更は、役員退職慰労引当金の計上が

会計慣行として定着しつつあること

を踏まえ、役員在任期間にわたって

合理的に費用配分することにより、

期間損益の適正化及び財務内容の健

全化を図るために行ったものであり

ます。 

この変更に伴い、当連結会計期間

の発生額65百万円は販売費及び一般

管理費に、また、過年度相当額356

百万円は特別損失に計上しておりま

す。この結果、従来の方法と比べ、

営業利益及び経常利益は65百万円、

税金等調整前当期純利益は314百万

円それぞれ減少しております。 

――――― 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

（中間連結損益計算書） ――――― 



  

(追加情報) 

  

  

 従来、「受取利息・配当金」に含めて表示しており

ました「受取配当金」については、営業外収益合計の

100分の10を越えたため、当中間連結会計期間より「受

取利息」及び「受取配当金」として区分掲記しており

ます。 

  

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、財務活動によるキャ

ッシュ・フローとして独立掲記しておりました「短期

借入れによる収入」（当中間連結会計期間14,873百万

円）及び、「短期借入金の返済による支出」（当中間

連結会計期間△16,599百万円）は、表示科目の見直し

を行ったことにより、当中間連結会計期間から「短期

借入金の純増減額（減少：△）」として表示しており

ます。 

――――― 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（外形標準課税）  

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

り扱い」（企業会計基準委員会（平

成16年２月13日））が公表されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

同実務対応報告に基づき、法人事業

税の付加価値割及び資本割47百万円

を販売費及び一般管理費として処理

しております。 

――――― 

  

  

  

  

  

  

（外形標準課税） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

り扱い」（企業会計基準委員会（平

成16年2月13日））が公表されたこ

とに伴い、当連結会計年度から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の

付加価値割及び資本割100百万円を

販売費及び一般管理費として処理し

ております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

7,624百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

7,389百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

7,563百万円 

※２ 担保に供している資産 

    担保に供している資産は次

のとおりです。 

※２ 担保に供している資産 

    担保に供している資産は次

のとおりです。 

※２ 担保に供している資産 

    担保に供している資産は次

のとおりです。 

建物 433百万円

土地 1,059 

計 1,493 

建物 248百万円

土地 841

計 1,089

建物 262百万円

土地 841 

計 1,103 

    上記の担保提供資産に対す

る債務は次のとおりです。 

    上記の担保提供資産に対す

る債務は次のとおりです。 

    上記の担保提供資産に対す

る債務は次のとおりです。 

短期借入金 128百万円

長期借入金  289 

計  417 

短期借入金 70百万円

長期借入金 103

計 173

短期借入金 136百万円

長期借入金 134 

計 271 

 ３ 保証債務 

    佐野ケーブルテレビ㈱の金

融機関からの借入金269百万

円に対して保証を行っており

ます。 

    なお、ほかに住宅ローン利

用者のための保証債務786百

万円があります。 

 ３ 保証債務 

    佐野ケーブルテレビ㈱の金

融機関からの借入金246百万

円に対して保証を行っており

ます。 

    なお、ほかに住宅ローン利

用者のための保証債務745

百万円があります。 

 ３ 保証債務 

    佐野ケーブルテレビ㈱の金

融機関からの借入金257 百万

円に対して保証を行っており

ます。 

    なお、ほかに住宅ローン利

用者のための保証債務771

百万円があります。 

※４ 手形割引高及び裏書譲渡高 ※４ 手形割引高及び裏書譲渡高 ※４ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形裏書 
譲渡高 

81百万円
受取手形裏書
譲渡高 

29百万円
受取手形裏書 
譲渡高 

108百万円

※５ 仮払消費税等及び仮受消費税

等の表示方法 

    仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。 

※５ 仮払消費税等及び仮受消費税

等の表示方法 

同左 

※５    ――――― 

  

 ６ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行４行と

コミットメントライン契約を締

結しております。 

   これら契約に基づく当中間連

結会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりです。 

コミットメント 
ラインの総額 

3,000百万円

借入実行残高 ─ 

差引額 3,000 

 ６    ――――― 

  

 ６    ――――― 

  



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目と金額は次のとおり

です。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目と金額は次のとおり

です。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目と金額は次のとおり

です。 

従業員給料 
手当 

1,518百万円

減価償却費 102百万円

退職給付費用 108百万円

貸倒引当金 
繰入額 

55百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

35百万円

従業員給料
手当 

1,456百万円

減価償却費 100百万円

退職給付費用 109百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

35百万円

従業員給料 
手当 

3,232百万円

減価償却費 211百万円

退職給付費用 197百万円

貸倒引当金 
繰入額 

96百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

65百万円

※２ 保険解約返戻金は、郵便局の

簡易保険及び生命保険会社の生

命保険を解約した際の保険料の

戻入益であります。 

※２   ―――――― ※２ 保険解約返戻金は、郵便局の

簡易保険及び生命保険会社の生

命保険を解約した際の保険料の

戻入益であります。 

※３ 固定資産除却損は、主に当社

所有の建物、備品等を処分した

ことによるものであります。 

※３ 固定資産除却損は、主に当社

所有の工具器具、備品等を処分

したことによるものでありま

す。 

※３ 固定資産除却損は、主に当社

所有の建物・備品等を処分した

ことによるものであります。 

※４   ―――――― ※４ 減損損失 

当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を計

上しております。 

（経緯） 

上記資産のうち、賃貸用資産

については、地価の著しい下落

に伴い賃貸の収益性が低下した

ため減損損失を認識いたしまし

た。また、遊休状態にある土地

等についても、今後使用見込み

もないため売却を検討しており

ますが、地価等も著しく下落し

ていることから減損損失を認識

いたしました。 

（減損損失の金額） 

  

  

用 途 種 類 場 所 

賃貸用 土 地 東京都 

足立区 

遊 休 土  地 

及び 

建物等 

滋賀県 

草津市他

（８件） 

土 地 162百万円 

建 物 12 

その他 38 

合 計 214 

    

※４   ―――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  （グルーピングの方法） 

管理会計上の区分に基づき事

業本部別に資産のグルーピング

をしており、賃貸用資産、遊休

  



資産等については個々の物件

を単位として扱っております。

また、連結子会社については、

主に会社単位を基準としてグル

ーピングを行っております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額は、賃貸用資産

については、正味売却価額また

は使用価値により測定してお

り、その評価額は、不動産鑑定

士による鑑定評価額により算定

しております。また、遊休資産

については、正味売却価額によ

り測定しており、その評価額

は、重要性が乏しいため、主に

路線価又は固定資産税評価額に

基づいて算定しております。 

※５   ―――――― ※５  ―――――― ※５ 無形固定資産評価損は、電話

加入権の評価損であります。 

※６ 税効果会計の適用に当たり

「簡便法」を採用しているた

め、法人税等調整額は「法人

税、住民税及び事業税」に含め

て表示しております。 

※６     同左 ※６   ―――――― 

 ７ 当社グループの売上高は通常

の形態として、上半期に比べ下

半期に完成する工事の割合が大

きいため、連結会計年度の上半

期の売上高と下半期の売上高と

の間に著しい相違があり、上半

期と下半期の業績に季節的変動

があります。 

 ７     同左  ７    ―――――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

(平成16年９月30日現在) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成17年９月30日現在) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

(平成17年３月31日現在) 

現金預金勘定 13,652百万円

有価証券勘定  4,250 

預入期間が 
３ヵ月を超える 
定期預金 

 △287 

現金及び現金 
同等物 

 17,615 

現金預金勘定 18,864百万円

有価証券勘定 4,250

預入期間が
３ヵ月を超える 
定期預金 

△250

現金及び現金
同等物 

22,864

現金預金勘定 14,500百万円

有価証券勘定 4,250 

預入期間が
３ヵ月を超える 
定期預金 

△305 

現金及び現金
同等物 

18,445 

※２ ㈱IPテクノサービスは、重要

性が増したことにより当中間連

結会計期間より連結の範囲に含

めております。これに伴い、現

金及び現金同等物が増加してい

ますが、その増加額は「新規連

結に伴う現金及び現金同等物の

増加額」に独立して表示してお

ります。 

※２    ―――――― 

  

※２ ㈱IPテクノサービスは、重要

性が増したことにより当連結会

計年度より連結の範囲に含めて

おります。これに伴い、現金及

び現金同等物が増加しています

が、その増加額は「新規連結に

伴う現金及び現金同等物の増加

額」に独立して表示しておりま

す。 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

借主側 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

借主側 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

借主側 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械・ 
運搬具・ 
工具器具 
・備品 

1,316 436 880

  

 
取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械・ 
運搬具・ 
工具器具 
・備品 

1,503 581 921

取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械・
運搬具・
工具器具
・備品 

1,328 477 851

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が、有形固

定資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払利子

込み法」により算定しておりま

す。 

同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が、有形固定資

産の期末残高等に占める割合が

低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 263百万円

１年超 707

合計 971

１年以内 302百万円

１年超 733

合計 1,036

１年以内 248百万円

１年超 679  

合計 927  

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。 

同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定してお

ります。 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 125百万円

減価償却費相当額 125百万円

支払リース料 140百万円

減価償却費相当額 140百万円

支払リース料 261百万円

減価償却費相当額 261百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略しております。 

  



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

貸主側 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

貸主側 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

貸主側 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

  
  

取得価額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
(百万円) 

中間期末
残高 
(百万円)

機械・ 
運搬具・ 
工具器具 
・備品 

301 154 146

  
 

取得価額
  

(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 
(百万円)

機械・ 
運搬具・ 
工具器具 
・備品 

197 94 103

取得価額
  

(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円) 

期末 
残高 
(百万円)

機械・
運搬具・
工具器具
・備品 

240 125 114

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 50百万円

１年超 129

合計 179

１年以内 43百万円

１年超 103

合計 147

１年以内 42百万円

１年超 107  

合計 150  

 ③ 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

 ③ 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

 ③ 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

受取リース料 27百万円

減価償却費 19百万円

受取利息相当額 2百万円

受取リース料 14百万円

減価償却費 10百万円

受取利息相当額 2百万円

受取リース料 51百万円

減価償却費 40百万円

受取利息相当額 3百万円

 ④ 利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、定額法に

よっております。 

 ④ 利息相当額の算定方法 

同左 

 ④ 利息相当額の算定方法 

同左 

  (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略しております。 

  



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

  

３ 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について、減損処理を行ったものはありませ

ん。 

なお、下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・最安値

と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、発行体の外部信用格付や業績の推移・見

通し、時価下落の内的・外的要因等を勘案し、総合的に判断しております。 

  

 

  取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円) 
差額 
(百万円) 

(1) 株式 1,848 2,305 457

(2) 債券  

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

(3) その他 993 992 △1

合計 2,842 3,298 456

非上場株式(店頭売買株
式を除く) 

327百万円 

マネー・マネジメント・
ファンド 

250百万円 

コマーシャル・ペーパー 3,999百万円 



  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

  

３ 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について、減損処理を行ったものはありませ

ん。 

なお、下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・最安値

と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、発行体の外部信用格付や業績の推移・見

通し、時価下落の内的・外的要因等を勘案し、総合的に判断しております。 

  

 

  取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円) 
差額 
(百万円) 

(1) 株式 1,973 3,450 1,476

(2) 債券  

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

(3) その他 1,053 1,094 41

合計 3,027 4,545 1,518

非上場株式 304百万円 

マネー・マネジメント・
ファンド 

250百万円 

コマーシャル・ペーパー 3,999百万円 



  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

  

３ 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行ったものはありません。 

なお、下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と帳

簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、発行体の外部信用格付や業績の推移・見通

し、時価下落の内的・外的要因等を勘案し、総合的に判断しております。 

  

  取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 1,978 3,082 1,104

(2) 債券  

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 ― ― ―

   その他 ― ― ―

(3) その他 992 1,001 8

合計 2,971 4,084 1,112

非上場株式 306百万円 

マネー・マネジメント・
ファンド 

250百万円 

コマーシャル・ペーパー 3,999百万円 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

前へ  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１

日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「電気通信設備工事業・電気設備工事業」の割合が

いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１

日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１

日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)においては、海外

売上高がないため、該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 

745円96銭 

１株当たり純資産額 

820円99銭 

１株当たり純資産額 

802円86銭 

１株当たり中間純利益 

24円70銭 

１株当たり中間純利益 

31円34銭 

１株当たり当期純利益 

72円66銭 

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 

22円46銭 

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 

28円33銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

65円28銭 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 994 1,269 2,978 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 50 

 (うち利益処分による役員賞与金) ― ― (50)

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円) 

994 1,269 2,928 

普通株式の期中平均株式数(千株) 40,277 40,520 40,310 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に用いられた中間(当期)
純利益調整額の主要な内訳(百万円) 

  

 支払利息(税額相当額控除後) 36 36 73 

 事務手数料(税額相当額控除後) 1 1 2 

中間(当期)純利益調整額(百万円) 37 37 75 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に用いられた普通株式増
加数の主要な内訳(千株) 

  

 転換社債 5,434 5,389 5,434 

 新株予約権 262 237 280 

普通株式増加数(千株) 5,697 5,627 5,715 



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金預金 11,188 16,824 12,114 

２ 受取手形 ※３ 118 93 201 

３ 完成工事未収入金等 14,516 14,197 22,783 

４ 有価証券 4,250 4,250 4,250 

５ 未成工事支出金 6,378 5,798 3,667 

６ その他のたな卸資産 59 17 39 

７ 繰延税金資産 815 822 822 

８ その他 3,752 2,199 2,378 

貸倒引当金 △463 △694 △737 

 流動資産合計 40,617 73.0 43,510 72.7 45,522 74.0

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※１   

建物 2,107 2,058 2,064 

土地 4,191 4,179 4,196 

その他 337 369 320 

有形固定資産合計 6,636 11.9 6,607 11.0 6,580 10.7

２ 無形固定資産 136 0.2 40 0.1 39 0.1

３ 投資その他の資産   

投資有価証券 4,267 6,142 5,726 

長期貸付金 27 16 19 

繰延税金資産 733 252 391 

その他 4,075 4,071 4,068 

貸倒引当金 △839 △827 △835 

 投資その他の資産合計 8,264 14.9 9,655 16.2 9,370 15.2

固定資産合計 15,037 27.0 16,302 27.3 15,991 26.0

資産合計 55,655 100.0 59,812 100.0 61,513 100.0

      



  

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 工事未払金 8,277 9,051 12,326 

２ 短期借入金 2 7,002 2 

３ 未払法人税等 754 1,100 930 

４ 未成工事受入金 1,702 1,103 703 

５ 完成工事補償引当金 13 10 13 

６ その他 ※２ 971 1,914 1,801 

流動負債合計 11,722 21.1 20,183 33.8 15,778 25.7

Ⅱ 固定負債   

１ 転換社債 6,876 6,819 6,875 

２ 長期借入金 7,010 7 7,009 

３ 退職給付引当金 627 648 620 

４ 役員退職慰労引当金 248 197 274 

固定負債合計 14,762 26.5 7,671 12.8 14,779 24.0

負債合計 26,484 47.6 27,854 46.6 30,558 49.7

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 5,576 10.0 5,577 9.3 5,577 9.1

Ⅱ 資本剰余金   

 資本準備金 4,070 4,071 4,071 

 その他資本剰余金 ― 32 ― 

資本剰余金合計 4,070 7.3 4,103 6.9 4,071 6.6

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金 916 916 916 

２ 任意積立金 17,065 18,669 17,173 

３ 中間(当期)未処分利益 1,547 1,998 2,842 

利益剰余金合計 19,530 35.1 21,584 36.0 20,932 34.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金 233 0.4 810 1.4 607 1.0

Ⅴ 自己株式 △240 △0.4 △117 △0.2 △233 △0.4

資本合計 29,170 52.4 31,957 53.4 30,955 50.3

負債資本合計 55,655 100.0 59,812 100.0 61,513 100.0

    



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比

(％) 
金額(百万円)

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 完成工事高     37,661 100.0  42,501 100.0  91,176 100.0 

Ⅱ 完成工事原価 ※１   32,787 87.1   37,190 87.5  80,018 87.8 

完成工事総利益     4,873 12.9  5,310 12.5  11,157 12.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   2,903 7.7  2,922 6.9  6,040 6.6 

営業利益     1,969 5.2  2,388 5.6  5,117 5.6 

Ⅳ 営業外収益                

１ 受取利息   10    9   25     

２ 受取配当金   75    60   89     

３ その他   17 104 0.3 48 118 0.3 89 204 0.2 

Ⅴ 営業外費用                

１ 支払利息   98    95   197     

２ 貸倒引当金繰入額   ―    ―   280     

３ その他   54 153 0.4 5 101 0.2 24 502 0.5 

経常利益     1,919 5.1  2,405 5.7  4,819 5.3 

Ⅵ 特別利益                

１ 投資有価証券売却益   ―    ―   12     

２ 貸倒引当金戻入額   ― ― ― 21 21 0.0 ― 12 0.0 

Ⅶ 特別損失                

１ 固定資産除却損 ※２ 20    12   24     

２ 減損損失 ※３ ―    33   ―     

３ 投資有価証券評価損   ―    1   5     

４ 無形固定資産評価損 ※４ ―    ―   84     

５ 過年度役員退職慰労 
  引当金繰入額 

  325 346 0.9 ― 47 0.1 325 440 0.5 

税引前中間(当期)純利益     1,573 4.2  2,380 5.6  4,390 4.8 

法人税、住民税 
及び事業税 

※５ 699    1,072   2,037     

法人税等調整額   ― 699 1.9 ― 1,072 2.5 76 2,113 2.3 

中間(当期)純利益     873 2.3  1,307 3.1  2,276 2.5 

前期繰越利益     569   690   569   

自己株式処分差損     △3   ―   △4   

退職給与積立金取崩額     107   ―   ―   

中間(当期)未処分利益     1,547   1,998   2,842   

                 



(中間財務諸表作成の基本となる重要な事項) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   未成工事支出金 

    個別法による原価法 

   材料貯蔵品 

    先入先出法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

      未成工事支出金 

同左 

   材料貯蔵品 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   未成工事支出金 

同左 

   材料貯蔵品 

同左 

 (2) 有価証券 

  イ 子会社株式及び関連会社 

株式 

移動平均法による原価法 

  ロ その他有価証券 

    時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

 (2) 有価証券 

  イ 子会社株式及び関連会社 

株式 

同左 

  ロ その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

 (2) 有価証券 

  イ 子会社株式及び関連会社 

株式 

同左 

  ロ その他有価証券 

    時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

    時価のないもの 

移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については、

定額法を採用しております。 

また、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産

については、３年間で均等償

却する方法を採用しておりま

す。 

 なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

  

 (2) 無形固定資産 

    定額法を採用しておりま

す。ただし、自社利用のソフ

トウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用しており

ます。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

  

 (2) 無形固定資産 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    債権の貸倒による損失に備

えるため、回収不能見込額を

計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

  

  イ 一般債権 

 貸倒実績率によっており

ます。 

  イ 一般債権 

同左 

  イ 一般債権 

同左 

  ロ 貸倒懸念債権等 

 個別に債権の回収可能性

を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

  ロ 貸倒懸念債権等 

同左 

  ロ 貸倒懸念債権等 

同左 

 (2) 完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の

費用に備えるため、過去一定

期間の補償実績率による算定

額を計上しております。 

 (2) 完成工事補償引当金 

    同左 

 (2) 完成工事補償引当金 

    同左 

 (3) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

    過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(15年)に

よる定額法により費用処理し

ております。 

    数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務年数以内の一定の年数(15

年)による定額法により翌事

業年度から費用処理しており

ます。 

 (3) 退職給付引当金 

同左 

  

 (3) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

    過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(15年)に

よる定額法により費用処理し

ております。 

    数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務年数以内の一定の年数(15

年)による定額法により翌事

業年度から費用処理しており

ます。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく中

間会計期間末要支給額を計上

しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

    同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当期末

要支給額を計上しております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上基準は工事

完成基準によるほか、長期大型

請負工事(工期が３事業年度に

亘り、請負金額17億円以上のも

の)については、工事進行基準

を採用しております。 

４ 完成工事高の計上基準 

同左 

４ 完成工事高の計上基準 

同左 

５ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 



(会計処理の変更) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（役員退職慰労引当金）  

 従来、役員退職慰労金について

は、支出時の費用として処理してお

りましたが、当中間会計期間から内

規に基づく中間会計期間末要支給額

を役員退職慰労引当金として計上す

る方法に変更いたしました。この変

更は、役員退職慰労引当金の計上が

会計慣行として定着しつつあること

を踏まえ、役員在任期間にわたって

合理的に費用配分することにより、

期間損益の適正化及び財務内容の健

全化を図るために行ったものであり

ます。 

 この変更に伴い、当中間会計期間

の発生額30百万円は販売費及び一般

管理費に、また、過年度相当額325

百万円は特別損失に計上しておりま

す。この結果、従来の方法と比べ、

営業利益及び経常利益は30百万円、

税引前中間純利益は248百万円それ

ぞれ減少しております。 

―――――― 

  

  

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号）を適

用しております。 

これにより税引前中間純利益が33

百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該資産の金額から直接控除

しております。 

（役員退職慰労引当金）  

 従来、役員退職慰労金について

は、支出時の費用として処理してお

りましたが、当期から内規に基づく

当期末要支給額を役員退職慰労引当

金として計上する方法に変更いたし

ました。この変更は、役員退職慰労

引当金の計上が会計慣行として定着

しつつあることを踏まえ、役員在任

期間にわたって合理的に費用配分す

ることにより、期間損益の適正化及

び財務内容の健全化を図るために行

ったものであります。 

 この変更に伴い、当期の発生額56

百万円は販売費及び一般管理費に、

また、過年度相当額325百万円は特

別損失に計上しております。この結

果、従来の方法と比べ、営業利益及

び経常利益は56百万円、税引前中間

純利益は274百万円それぞれ減少し

ております。 

―――――― 

  

  



(表示方法の変更) 

  

  

(追加情報) 

  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

（中間損益計算書） 

 従来営業外収益の「その他」に含めて表示しており

ました「受取配当金」については、金額的重要性が増

したため、当中間会計期間より区分掲記しておりま

す。 

―――――― 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（外形標準課税） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

り扱い」（企業会計基準委員会（平

成16年２月13日））が公表されたこ

とに伴い、当中間会計期間から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の

付加価値割及び資本割43百万円を販

売費及び一般管理費として処理して

おります。 

―――――― 

  

  

（外形標準課税） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

り扱い」（企業会計基準委員会（平

成16年２月13日））が公表されたこ

とに伴い、当期から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付加価値割

及び資本割91百万円を販売費及び一

般管理費として処理しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

4,325百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

4,313百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

4,375百万円 

※２ 仮払消費税等及び仮受消費税

等の表示方法 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。 

※２ 仮払消費税等及び仮受消費税

等の表示方法 

同左 

※２    ―――――― 

※３ 受取手形裏書譲渡高 

6百万円 

※３ 受取手形裏書譲渡高 

1百万円 

※３    ―――――― 

 ４ 住宅ローン利用者のための保 

証債務 

786百万円 

 ４ 住宅ローン利用者のための保

証債務 

745百万円 

 ４ 住宅ローン利用者のための保

証債務 

771百万円 

 ５ 当社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行４行と

コミットメントライン契約を締

結しております。 

   これら契約に基づく当中間会

計期間末の借入未実行残高は次

のとおりです。 

コミットメント 
ラインの総額 

3,000百万円

借入実行残高 ─ 

差引額 3,000 

５    ――――――  ５    ―――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 減価償却実施額 

有形固定資産 104百万円

無形固定資産 14百万円

※１ 減価償却実施額 

有形固定資産 106百万円

無形固定資産 9百万円

※１ 減価償却実施額 

有形固定資産 213百万円

無形固定資産 27百万円

※２ 固定資産除却損は、当社所有

の建物・備品等を処分したこと

によるものであります。 

※２ 固定資産除却損は、当社所有

の工具器具・備品等を処分した

ことによるものであります。 

※２ 固定資産除却損は、当社所有

の建物・備品等を処分したこと

によるものであります。 

※３    ―――――― ※３ 減損損失 

当社は、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上し

ております。 

 （経緯） 

上記資産は、当中間期末に

おいて遊休状態にあり、今後

の使用見込みもないため売却

を検討しておりますが、地価

等も著しく下落していること

から減損損失を認識いたしま

した。 

（減損損失の金額） 

（グルーピングの方法） 

    管理会計上の区分に基づき

事業本部別に資産のグルーピ

ングをしており、賃貸用資

産、遊休資産等については

個々の物件を単位として扱っ

ております。 

 （回収可能価額の算定方法等） 

      回収可能価額は正味売却価

額を使用し、主に路線価又は

固定資産税評価額に基づいて

評価しております。 

用 途 種 類 場 所 

遊 休 土地等 静岡県 

伊豆市他

（４件） 

土 地 16百万円 

その他 16 

合 計 33 

※３    ―――――― 

※４    ―――――― ※４    ―――――― ※４ 無形固定資産評価損は、電話

加入権の評価損であります。 

※５ 当中間会計期間における税金

費用については、「簡便法」に

よる税効果会計を適用している

ため、法人税等調整額は「法人

税、住民税及び事業税」に含め

て表示しております。 

※５     同左 

  

  

  

※５   ―――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

６ 当社の売上高は通常の形態とし
て、上半期に比べ下半期に完成す
る工事の割合が大きいため、事業
年度の上半期の売上高と下半期の

６ 当社の売上高は通常の形態とし
て、上半期に比べ下半期に完成す
る工事の割合が大きいため、事業
年度の上半期の売上高と下半期の

６   ―――――― 



  

売上高との間に著しい相違があり、
上半期と下半期の業績に季節的変
動があります。 
当中間会計期間末に至る一年間
の売上高は次のとおりです。 

前事業年度下半期 48,234百万円

当中間会計期間 37,661 

合計 85,895 

売上高との間に著しい相違があり、
上半期と下半期の業績に季節的変
動があります。 
当中間会計期間末に至る一年間
の売上高は次のとおりです。 

前事業年度下半期 53,515百万円

当中間会計期間 42,501 

合計 96,016 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物 14 13 1

工具器具 
備品 673 399 273

その他 298 83 214

合計 985 495 490

  

 
取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物 2 2 0

車両 
運搬具 405 78 326

工具器具 
備品 654 357 296

合計 1,062 438 624

取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

建物 2 2 0

車両
運搬具 284 61 222

工具器具
備品 667 428 238

合計 955 493 461

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 200 百万円

１年超 314  

合計 514  

１年以内 183 百万円

１年超 440  

合計 624   

１年以内 152 百万円

１年超 309  

合計 461  

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 112百万円

減価償却費相当額 103 

支払利息相当額 9 

支払リース料 113百万円

減価償却費相当額 106

支払利息相当額 7

支払リース料 219百万円

減価償却費相当額 203 

支払利息相当額 16 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

     リース料総額とリース物件

の取得価額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法

については定額法によってお

ります。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

  (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略しております。 

  



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

区分 
中間貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 331 481 150

区分 
中間貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 331 679 347

区分 
貸借対照表計上額
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 331 600 269



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 723円22銭 １株当たり純資産額 784円53銭 １株当たり純資産額 765円57銭

１株当たり中間純利益 21円69銭 １株当たり中間純利益 32円27銭 １株当たり当期純利益 55円23銭

潜在株潜在株式調整後 

１株当１株当たり中間純

利益 

19円82銭

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

29円15銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

50円02銭

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 873 1,307 2,276 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 50 

 (うち利益処分による役員賞与金) ― ― (50) 

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円) 

873 1,307 2,226 

普通株式の期中平均株式数(千株) 40,285 40,520 40,317 

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に用いられた中間
(当期)純利益調整額の主要な内訳(百
万円) 

  

 支払利息(税額相当額控除後) 36 36 73 

 事務手数料(税額相当額控除後) 1 1 2 

中間(当期)純利益調整額(百万円) 37 37 75 

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に用いられた普通株
式増加数の主要な内訳(千株) 

  

 転換社債 5,434 5,389 5,434 

 新株予約権 262 237 280 

普通株式増加数(千株) 5,697 5,627 5,715 



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第61期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

            



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月21日

大明株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大明株

式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16

年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、大明株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は役員退職慰労金について、支出時の費用として処理する方法から内規に基づ

く中間連結会計期間末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  亀  岡  義  一  印 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  高  山     勉  印 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  岩  出  博  男  印 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月14日

大明株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大明株

式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年4月１日から平成17年9

月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、大明株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間(平成17年4月1日から平成17年9月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  高  山     勉  印 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  岩  出  博  男  印 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月21日

大明株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大明株

式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、大明株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は役員退職慰労金について、支出時の費用として処理する方法から内規に基づ

く中間会計期間末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  亀  岡  義  一  印 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  高  山     勉  印 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  岩  出  博  男  印 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月14日

大明株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大明株

式会社の平成17年4月１日から平成18年3月31日までの第62期事業年度の中間会計期間(平成17年4月１日から平成17年9月

30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、大明株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年4月１日から平

成17年9月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

  会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  高  山     勉  印 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  岩  出  博  男  印 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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